
 
平成 15 年（2003 年）２月那覇市議会定例会 

 

代表質問発言通告書（２日目） 

            市民・社社ネット 55 分 

割当時間（答弁を除く） 公 明 党 45 分 

            日 本 共 産 党 40 分 

平成 15 年２月 28 日（金） 

 
 
 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

１ 比 嘉 京 子 
(市民・社社 

ネット) 

１ 財政運営に

ついて 

 

 

２ 都市モノレ

ールについて 

 

 

３ 市町村合併

について 

 

４ 農業行政に

ついて 

 平成 13 年度から、本市の財政健全化に向けてバ

ランスシートを導入したが、今日まで成果がどう

反映されたかを伺う 

 

 都市モノレールの開通を市民は心待ちにしてい

る。とりわけ、その運賃については関心が高い。

大人、子供、学生割引料金について伺う 

 

 市町村合併についての取り組みの現状と本市の

課題について伺う 

 

(１) 農業従事者の高齢化が進んでいる。若者が

農業に魅力を感じるためにはどのような援助

が必要か 

 

(２) 本市は都市型農業の振興と農家経営の向上

のため、どのような独自の施策を行っている

か 

 

(３) 農業振興地域における補助金制度にかわる

本市独自の助成金は検討されているか 

 

(４) 学校給食の年間の食材費のうち、野菜類の

占める割合と総額はいくらか 

 

(５) 学校給食で野菜の自給率を高めるための取

り組みはどうなっているのか 

 

(６) 輸入野菜の９割以上が、残留農薬の検査が

なされていないといわれている。学校給食で

使われる野菜の残留農薬はどのようにチェッ

クされているか 

 



 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

  ５ 健康行政に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 本市の健康行政の基本方針を伺う 

 

 
(２) これまで行ってきた健康推進事業に対する

総合的な評価を伺う 

 

 
(３) 乳児死亡率が全国・県平均より高いが、そ

の背景は何か、認識を伺う 

 

 
(４) 生活習慣病の低年齢化を防ぐために、どの

ような施策がなされているか 

 

 
(５) 喫煙が低年齢化（児童）しているが認識を

伺う 

 

 
(６) 児童生徒の学校における健康教育の実施計

画について伺う 

 

 
(７) 本市の平均寿命の実態はどうなっている

か。その認識と対策について伺う 

 

 
(８) 健康寿命の延長のための施策について伺う

 

 
(９) 医療費削減について具体的な目標を伺う 

 

 
(10) 介護保険料が増額されるが、その根拠は何

か。今後削減に向けて、どのような施策を講

ずるか、伺う 

 

 
 



順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

(１) 委託業務になじむものとなじまないもの

の判断基準と委託計画（順位）について伺

う 

 

 

 

(２) 学校給食の委託検討及び決定の過程に疑

問の声が多いが、当局の認識を伺う 

 

 

 

(３) 学校給食を食教育の中心的役割に位置付

けることで認識は一致しているが、直営と

委託ではその遂行に差異はないか 

 

 

 

(４) 安全性や調理の質が懸念されている理由

について認識を問う 

 

 

 

(５) 神原小学校ＰＴＡが行ったアンケート調

査では「賛成」「理解」が全体の４分の１と

されているが、教育長は「説明は十分に行

われ、議論は出尽くした」とコメントして

いる 

   説明責任を果たしたことになるのか、認

識を問う 

 

 

 

(６) 慎重な論議を求める声が多数を占めてい

るが、本年９月実施でなければならない理

由は何かを問う 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ６ 学校給食の

民間委託につ

いて 

【答弁を求める者】 
市長、助役、教育長、関係部長 

 



 
 
 
 代表質問（２日目） 平成 15 年２月 28 日(金) 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 



２ 狩 俣 信 子 
(市民・社社 

ネット ) 

１ 政治家と企業

献金について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 市政運営に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平和行政に

ついて 

 

 

 

 

 

(１) 宜野湾市長選に絡む一連の違法献金事件

について、市長の見解を伺う 

 

 

(２) 翁長市長は無所属で立候補されたが、企

業からの献金を政党支部を迂回して受け取

ったことはないか伺う 

 

 

(３) 翁長市長後援会主催による土木業者中心

の１万円昼食講演会は、政治家と業者との

｢癒着構造｣にならないか、見解を伺う 

 

 

 

(１) 平成 15 年度は、将来の発展につながる、

活力あるまちづくりの実現に向けて、福祉、

教育、環境を最重要分野として、事業の推

進を図っていくとのことだが、具体的にど

のようなことか 

 

 

(２) 小学校から英語などの外国語をカリキュ

ラムとする教育を推進するというが、今回

の知念村のような軍人の講師の導入につい

ても、あり得るのか 

 

 

(３) チルドレンズミュージアムとは具体的に

どんな構想か 

 

 

(４) ブックスタート事業は、具体的にどんな

事を考えているのか 

 
 

 

 ９・11 テロ以降、観光と米軍基地の関係がい

ろいろあったが、今回の米国によるイラク攻撃

のおそれがいわれる中で、沖縄県との関係をど

う考えるのか見解を伺う 

 

 



 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

(１) 平成 16 年は６園を認可園にするという

が、認可外から認可園に移行する時の公募

の仕方と要項はどうなっているか 

 

(２) 認可園移行への希望を出している認可外

園はいくつか 

 

(３) 那覇市の待機児童数は、厚生労働省に何

人と報告されているか 

 

(４) 認可園へ出されている市の補助金のう

ち、市の持ち出し金 30％は、何に使われて

いるのか 

 

(５) 保育に欠ける子に対して、市は認可園と

認可外で補助の仕方をどう考えているか 

 

(６) 認可外への研修はどのようになされてい

るか 

 

(７) 市独自の子ども条例設置について、どう

考えるか 

 

(８) 去る１月９日の「跳びだせ！市長室」で

の市長の発言の中で「国と県が動けば市も

やる」と認可外への補助を 100 分の 15 にす

るとの発言があったようだが、国や県への

働き掛けはどうなっているか 

   また、市から先行してやることはどうか 

 

(９) 公立・認可園での障害児の受け入れはど

うなっているか 

 

 

 

 

  ４ 保育行政に

ついて 

【答弁を求める者】 
市長、教育長、関係部長 

 
 
 



 代表質問（２日目） 平成 15 年２月 28 日(金) 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

３ 翁 長 俊 英 
(公  明  党 ) 

１ 平和行政に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  フ ィ ル ム

オフィスへの

参加について 

 

 

 

 

 

 

３ 交通行政に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 福祉行政に

ついて 

 

 

 

 

 

国連を中心にした平和解決への祈るような思

いに反し、イラクの大量殺戮兵器の保有と、そ

れに対するアメリカの強硬なイラク攻撃の姿勢

は、国際世論から強い反発を招いている。戦争

の凄惨さを経験し、米軍基地が集中する沖縄か

ら反戦の意志を明確にすべきだと思う 

 アメリカのイラク攻撃に対する市長の見解に

ついて伺う 

 

 

(１) 沖縄県設置のフィルムオフィスへ参加

する意義について伺う 

 

(２) 映画、テレビロケーションのこれまでの

実績について問う 

 

(３) 沖縄の優位性、特徴について伺う 

 

 

(１) ８月 10 日にモノレール供用開始を決定

した理由について伺う 

 

(２) モノレール供用開始までのバス会社４社

統合の見通しと、統合が間に合わなかった

場合の開始時期への影響と、交通体系への

影響はどうなるのか 

 

(３) バス路線の確定と市内均一料金の設定に

ついて伺う 

 

 

(１) 乳幼児医療費の無料化年齢引き上げに

ついて、稲嶺知事は入院分に関しては、５

歳未満児まで引き上げ、一部自己負担条件

付きながら、10 月から実施することを決定

している 

   本市の取り組みについて問う 

 

(２) 障害者支援費制度の実施について 

  ① 措置制度から支援費制度に移行する

経緯について問う 

  ② 支援費に変わることによる問題点は何か

  ③ 財源の確保は大丈夫か 

 
 



 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 奥武山公園

の移管と整備

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ ヤミ金融被

害対策につい

て 

 

 

 

 

７ 学校給食の

調理業務の民

間委託につい

て 

 

 

 

８ 環境行政に

ついて 

(３) 長寿対策について 

 本県の男性の平均寿命が 26 位に転落するとい

うショッキングな報道がなされた。長寿・癒し

の島のイメージが損なわれている。そこで、次

の点について問う 

  ① 原因と対策について問う 

  ② 40 代、50 代の自殺者が増えていると

言われるが、その原因と対策について問う

 

 

 内閣府、防衛施設庁、沖縄県、那覇市から構

成される「県都那覇市の振興に関する協議会」

に おいて、奥武山公園の整備計画に取り組む

ことが確認され、国の支援が約束されている 

 

(１) 移管の考え方、時期、計画の概要につい

て伺う 

 

(２) コンベンション機能について伺う 

 

 

(１) 相談日を設定、法律相談の強化など、対

策窓口を設置できないか 

 

(２) 身に覚えのない脅迫まがいの取り立ての

被害が出ているが、その対策について伺う 

 

 

(１) 直営と民間業者の給食の試食会を行った

ようであるが、その感想はどうか 

 

(２) 民間委託反対の違法看板について、管理

指導すべきではないか 

 

 

(１) ゼロエミッションの進捗状況と本市の

目指すものを伺う 

 

(２) モノレール沿線久茂地川の水質浄化と

環境整備について伺う 

 

(３) 環境基本条例制定の遅れている理由と

制定の見通しについて伺う 

 
 



 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

(４) 学校教育における環境教育の取り組みに

ついて伺う 

 

 

(１) 道路計画について問う 

 

(２) 国の公共事業評価見直しによって、休止

状態になっている沖縄西海岸道路の見通し

について問う 

 

(３) 中心商店街(国際通り)との連結について

問う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

９ 新都心地域

の交通アクセ

スの整備につ

いて 

【答弁を求める者】 
市長、助役、教育長、関係部長 

 
 
 
 



 代表質問（２日目） 平成 15 年２月 28 日(金) 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

４ 渡久地  修 

(日本共産党 ) 

１  市長の政

治姿勢につ

いて 

(１) 平和行政について 

  ① イラク問題は、国連憲章にもとづいて、

平和的に解決すべきである。世界 600 の

都市で 1,000 万人が参加しての、戦争反

対、平和的な解決をというデモも行われ

た。２月 25 日には、世界 116 カ国が参加

する非同盟諸国会議も全会一致で「イラク

攻撃反対」特別声明を採択した 

米軍基地のある沖縄の県都の市長とし

て、武力攻撃反対、平和的解決をと明言す

べきではないか。また、那覇軍港のイラク

攻撃への使用には反対すべきである。見解

を問う 

 

  ② 世界の都市の市長らが、平和解決を求

めて立ち上がっている。悲惨な沖縄戦を体

験した県都の那覇市長として、平和的解決

を訴えるために、広島、長崎の市長に呼び

掛けてともにアピールを出すなり、今こそ

アクションを起こすべきではないか 

 

(２) 那覇軍港について 

  ① 新しくできる軍港は、ホワイトビーチ

と天願桟橋と現那覇軍港の機能を一体化

したものになる恐れがある。復帰後の、ホ

ワイトビーチと天願桟橋の米軍の軍艦の

接岸状況については、どうなっているのか

 

  ② これらの艦船や、空母キティーホーク

などが接岸できることが可能になるが、

あらたな基地強化ではないか 

 

  ③ 基地強化にならない担保はあるのか。

軍港の撤去を求めることこそ必要では

ないか 

 

(３) 政治と企業献金問題について 

  ① 宜野湾市長選挙に絡んで、公共工事受

注企業からの献金問題で公選法違反容疑

で関係者が逮捕された。政治と企業献金の

問題として、市長の見解を問う 

 

 



 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

     ② 宜野湾市長選挙や長崎での事件は、選

挙期間中や選挙前の公共工事受注企業か

らの献金は、政治献金として届けられてい

たものであれ、また、政党を迂回しての献

金であれ違法の疑いがあるというもので

ある。那覇市長選挙での、市長の後援会、

確認団体でこのような企業献金はなかっ

たのか、見解を問う 

 

  ③ 企業献金は禁止すべきであり、特に、

公共工事受注企業からの献金は、ただちに

禁止すべきであると思うが、市長の見解を

問う 

 

(４) 市の財政問題について 

平成 15 年度見通しで、経常収支比率

91.8％、公債費比率 17.4％となっているが、

今後の見通しについて、問う 

 

(５) 雇用問題について 

  ① 雇用・失業問題は依然として、深刻で

ある。去年の国の緊急雇用対策事業では、

どれだけの雇用効果があったのか。新年度

では、どれだけの雇用効果を見込んでいる

のか 

市独自には、どのような対策をあらたに

とっているのか。どれだけの雇用効果が

あるのか 

 

  ② 深刻な失業・雇用問題に対しての、市

の体制・対策は弱いのではないか。12 月

定例会で、市長を本部長とした雇用対策本

部を設置して、全庁的、総合的に取り組む

必要があると提起したが、どう検討したか

 

(６) 合併問題について 

  ① 合併問題は、基礎的自治体の存在のあ

り方の問題として、大変重要な問題であ

る。「住民こそ主人公」の立場で、情報公

開の理念を発揮して、すべての問題につい

て、積極的に住民に公表して、住民の意思

を 尊重することを明確にすることにつ

いて、見解を問う 

 
 



 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

  ② 今回の合併の動きは、住民からの自主

的なものではなく、国からの押し付けでは

ないか。合併をしなければ交付税を削減す

るなどというようなやり方は、押し付けそ

のものであり、地方自治への介入ではない

か。全国町村会、議長会も押し付け反対で

「町村自治確立総決起大会」を 6,000 人が

参加して開催しているが、市長の見解を

問う 

 

 

 学校へのクーラー設置について 

(１) すべての小中学校へのクーラーの設置

が、いよいよ進むことは大変喜ばしいこと

で ある。補正予算で、16 校整備するとの

ことだが、新年度も含め具体的な整備計画

について伺う 

 

(２) 維持費については、寒冷地補正と同様に、

亜熱帯補正を求めるべきと、去年の２月定

例会で提起したが、その後の対応について

伺う 

 

 

 不発弾処理について 

(１) 去年の６月定例会で、不発弾処理の際の、

避難範囲が那覇市の場合、他県の場合より

２倍以上設定されていることを指摘した。

ことしの牧志での不発弾処理にあたって

は、新方式を採用して、避難範囲を約半分

に縮小している。不発弾対策協議会でも、

縮小したとの報道もあるが、この間の当局

の対応と、今後の対応について問う 

   また、この措置によって市民の負担はど

れだけ軽減されたのか 

 

(２) 不発弾処理は、戦争を起こした国の責任

においてなされるべきものだとも強く指摘

したが、その後、国に対して、どのような

行動を起こしたのか。今後どうするのか 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 教育行政に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  戦 後 処 理

問題について 

【答弁を求める者】 
市長、助役、関係部長 

 



 
 
 代表質問（２日目） 平成 15 年２月 28 日(金) 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 



５ 前 田 政 明 
(日本共産党) 

１ 福祉行政に

ついて 

(１) 乳幼児医療費の無料化拡大について 

   乳幼児医療費の無料化を入院、通院の区

別をせず６才未満児まで実施すること。支

払い方法を現物給付（窓口無料）とするこ

と。  乳幼児医療費無料制度を国に求め

ることについて、当局の見解を問う 

 

 

(２) 介護保険について 

  ① 現在の沖縄県・那覇市の保険料は全国

よりどれくらい高いか。４月から全国はど

れくらいの引き上げか、全国と比べて沖縄

県・那覇市はどれだけ高いか。また、全国

の高齢者平均所得は幾らか。沖縄県、那覇

市は幾らか。説明を求める 

 

  ② 介護保険料の減免制度の充実と、利用

料減免制度について当局の見解を問う 

 

  ③ 介護保険への国の負担を５％引き上げ

れば、約 2,400 億円の財源が確保され、４

月からの保険料の値上げを中止すること

ができる。市長の見解を問う 

 

 

(３) 保育行政について 

  ① 自治体の保育責任を定めた児童福祉法

第 24 条にもとづく保育行政をすすめる

べきと考えるが、「新那覇市子どものゆめ

づくりみらい 21 プラン」に対する当局の

見解を問う 

 

  ② 「沖縄は歴史的経緯もあり、認可外保

育施設に通う子どもの数が、認可保育園に

通う子どもの数を上回っている。」（規制

改革の推進に関する第一次答申・総合規制

改革会議、2001 年 12 月 11 日）として指

摘されている。「新那覇市子どものゆめづ

くりみらい 21 プラン」に沖縄県及び那覇

市における保育行政の歴史的経緯を明記

することが必要ではないか。当局の見解を

問う 
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２ 教育行政に

ついて 

  ③ 認可外の認可促進事業について、沖縄

県は 50 カ園を計画している。那覇市の認

可促進事業計画はどうなっているか。ま

た、待機児童解消計画はどうなっている

か。 当局の対応と見解を問う 

 

  ④ 認可の意向を示している認可外保育園

はどれくらいあるか。申請したいと意向を

示している認可外に対して窓口で拒否さ

れている実態も報告されているが、当局の

対応を問う 

 

  ⑤ 児童福祉法第 24 条の但し書きの活用も

含めての「適切な保護」をしなければなら

ない状況ではないのか。潜在的待機児童の

実態を踏まえて、今後の解消のための対策

について、当局の見解を問う 

 

  ⑥ 届け出制度の基準をみたすように、認

可外保育園を支援・援助する制度を実現す

る必要がある。当局の対応と見解を問う 

 

  ⑦ 認可外保育園への国の補助・支援制度

の創設が必要である。一定基準で保育を行

っている認可外保育園に国の支援措置は

急務と考えるが、市長の見解を問う 

 

 

 学校給食について 

(１) 「教育には委託がないことから、学校給

食を教育として行なうものであれば、営利

を 求めない直営でなければならない。」

（藤島町学校給食の基本方針）のように、

学校教育の一環として学校給食法の目的と

理念の立場から学校給食は直営を堅持すべ

きではないか、あらためて当局の見解を問

う 

 

(２) 学校給食民間委託の法的・条例的な根拠

は何か、当局の見解を問う 

 

(３) 学校給食の運送業務の民間委託の状況と

民間委託会社の従業員は給食を食べている

か、説明を求める 
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(４) 公務員の栄養士と民間委託請負会社の

調理員との調理業務に関する見解を問う 

 

(５) 調理員の非常勤・臨時職の学校給食にお

ける役割と状況について、及び調理能力に

ついて当局の見解を問う 

 

(６) 民間委託請負契約書・仕様書の内容、民

間委託会社の従業員の勤務内容は安定継続

雇用なのか、説明を求める 

 

(７) 非常勤・臨時職の対応、新規職員の採用

の場合は民間委託が高くなるとの答弁が行

われた。このことは、「民間委託５原則」に

反するのではないか。当局の見解を問う 

 

(８) 学校給食における地産地消を推進するこ

とが大切ではないか。教育委員会だけでは

なく、全庁的な課題として取り組むべき問

題ではないか。当局の見解を問う 

 

(９) 神原小学校ＰＴＡのアンケートでは多く

の父母が民間委託に関する不安と疑問を

持っている。行政の説明責任は果たされて

いない、９月の実施を強行すべきではない

と考えるが、当局の見解を問う 

 

(10) 父母・学校給食関係者・専門家など学校

給食問題検討審議会等を設置して、学校給

食問題を議論するなどの、民主的な対応が

必要であると考えるが、教育長及び市長の

見解を問う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

【答弁を求める者】 
市長、助役、教育長、関係部長 

 
 


